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１．１．20072007年度実績年度実績（連結・個別）（連結・個別）
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                                                                                       （単位：億円）

2006年度 2007年度 2007年度 前年度との
実  績 期初計画 実  績 比較

売 上 高 1,267 1,265 1,318 51

当 　　社 1,188 1,190 1,241 53

そ の 他 79 75 77 △ 2

営 業 利 益 43 39 40 △ 3

当　 　社 37 35 34 △ 3

そ の 他 6 4 6 0

経 常 利 益 43 36 35 △ 8

当　 　社 35 30 27 △ 8

そ の 他 8 6 8 0

当 期 純 利 益 43 34 34 △ 9

億円 億円
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２．事業別実績２．事業別実績 （個別）（個別）

2006年度 2007年度 2007年度 前年度との

＜売上高＞ 実　　績 期初計画 実　　績 比較

海上機器 285 291 336 51

通信機器 379 362 333 △ 46

ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機 520 532 572 52

その他 4 5 0 △ 4

合計 1,188 1,190 1,241 53

                                                                                     　　　　（単位：億円）
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３３．．売上高分析売上高分析 （（20062006年度実績年度実績比比））

・・ 海上：海上：依然として旺盛な依然として旺盛な新造船新造船需要を背景に、製品ラインナップが充実している需要を背景に、製品ラインナップが充実している
強みを発揮し、大型・中型レーダ、航法機器、ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ等が大きく伸張。強みを発揮し、大型・中型レーダ、航法機器、ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ等が大きく伸張。

・・ 通信：通信：ＰＨＳＰＨＳ、業務用無線等、業務用無線等はは増加したものの、増加したものの、ＬＰＡＬＰＡ、、ネットワークネットワーク関連、関連、計測器計測器等等
の携帯事業者向けの携帯事業者向けインフラ関連機器の減少により、全体で大きくインフラ関連機器の減少により、全体で大きく減少減少。。

・・ ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機：ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機：地デジ関連の放送システム、官庁向け地デジ関連の放送システム、官庁向け航空航空・気象・気象システムシステムがが堅調堅調
にに推移し、推移し、前年度実績前年度実績をを大きく上回った。大きく上回った。

2006実績
売上高

2007実績
売上高

1,188

海上機器
＋５１

通信ｲﾝﾌﾗ
－９８

業務用無線
ＰＨＳ他
＋５２

1,241

ソリ・特機
＋５２

その他
－４

（単位：億円）

通信機器事業
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４４．．営業利益営業利益分析分析 （（20062006年度実績年度実績比比））

・・ 海上海上、、ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機の前年度実績の前年度実績を大きく上回を大きく上回るる売上増加売上増加による増収効果にによる増収効果に
加え、経費節減等、固定費削減が寄与。加え、経費節減等、固定費削減が寄与。

・・ しかしながら、しかしながら、限界利益率の比較的高い限界利益率の比較的高い通信ｲﾝﾌﾗ関連機器の大幅減収に加え、通信ｲﾝﾌﾗ関連機器の大幅減収に加え、
ＢＷＡ等研究開発費の増額やＢＷＡ等研究開発費の増額や製品製品開発費開発費の負担増およびの負担増および一部一部低収益案件の発生低収益案件の発生
等による変動費率の上昇が影響等による変動費率の上昇が影響しし、営業利益は前年度実績比で減少と、営業利益は前年度実績比で減少となったなった。。

2006実績
営業利益

2007実績
営業利益

37 34

売上増収
＋６１

通信ｲﾝﾌﾗ
減収
－４３

開発費増
－１５

固定費
削減等
＋１１

（単位：億円）

低収益等
－１７



ⅡⅡ．．20082008年度年度事業計画事業計画
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１．１．20082008年度年度事業計画事業計画（連結（連結・個別）・個別）
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                                                                                       （単位：億円）

2007年度 2008年度 前年度との
実  績 計　画 差額

売 上 高 1,318 1,310 △ 8
当　 　社 1,241 1,240 △ 1
そ の 他 77 70 △ 7

営 業 利 益 40 47 7
当　 　社 34 42 8
そ の 他 6 5 △ 1

経 常 利 益 35 47 12
当　 　社 27 40 13
そ の 他 8 7 △ 1

当 期 純 利 益 34 45 11

単位：億円 単位：億円
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２．事業別計画２．事業別計画（個別）（個別）

（単位：億円）

2007年度 2008年度 前年度との

＜売上高＞ 実  績 計　画 差額

海上機器 336 345 9

通信機器 333 330 △ 3

ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機 572 563 △ 9

その他 0 2 2

合計 1,241 1,240 △ 1
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３．為替の影響３．為替の影響

参考：中期計画策定時（2006.5）の社内レート

米ドル：116円 ユーロ：141円

△ 150△5円157円30162円25差

0△5円157円0162円0輸入ユーロ

△ 150△5円157円30162円25輸出

△ 1,400△14円100円100114円77差

△ 420△14円100円30114円33輸入米ドル

△ 1,820△14円100円130114円110輸出

影響額
（百万円 ）

レートレート
外貨量

（百万＄・€ ）
レート

外貨量
（百万＄・€ ）

対2007年度2008年度計画2007年度実績
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４．４．売上高売上高分析分析 （（20072007年度実績年度実績比比））

・・ 海上：海上：引き続き引き続き新造船新造船需要需要が高水準を維持、船舶通信機、船舶用ﾚｰﾀﾞを中心に堅調に推移。が高水準を維持、船舶通信機、船舶用ﾚｰﾀﾞを中心に堅調に推移。
・・ 通信：通信：ネットワーク関連、計測器ネットワーク関連、計測器等等のの通信通信インフラ関連機器インフラ関連機器は増収を見込むも、その他のは増収を見込むも、その他の

通信機器で減少通信機器で減少。。
・・ ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機：ｿﾘｭｰｼｮﾝ・特機：水河川情報は堅調に推移するが、大型県防災ｼｽﾃﾑが端境期を迎え微減。水河川情報は堅調に推移するが、大型県防災ｼｽﾃﾑが端境期を迎え微減。
・・ 円高による為替影響約２０億円により、売上高は前年実績と同等。円高による為替影響約２０億円により、売上高は前年実績と同等。

2007実績
売上高

2008計画
売上高

1,241

海上機器
＋２６

通信ｲﾝﾌﾗ
＋１２

その他の
通信機器

－１３

1,240

ソリ・特機
－６

（単位：億円）

通信機器事業

為替
－２０
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５．５．営業利益営業利益分析分析 （（20072007年度実績年度実績比比））

・・ 20082008年度は、引き続き年度は、引き続き海上海上機器事業は増収傾向も、海上・通信における売価下落や、機器事業は増収傾向も、海上・通信における売価下落や、

円高による為替影響、退職給付費用などの固定費増加が収益を圧迫。円高による為替影響、退職給付費用などの固定費増加が収益を圧迫。
・・ しかしながら、前年度に発生した低収益案件の減少や研究開発費ならびにしかしながら、前年度に発生した低収益案件の減少や研究開発費ならびに

製品開発費の負担減少、コストダウンによる変動費の改善効果により営業利益は製品開発費の負担減少、コストダウンによる変動費の改善効果により営業利益は
実績比で増益を見込む。実績比で増益を見込む。

2007実績
営業利益

2008計画
営業利益

34

42

売上
増収
＋１７

売価
下落
－２７

為替
－１６

固定費
増加等
－１８

（単位：億円）

開発費負担減、

低収益案件

の減少

＋２５

変動費
改善
＋２７



ⅢⅢ．各事業の状況（個別）．各事業の状況（個別）



15

１．海上機器事業１．海上機器事業

＜商船＞

・商船市場でのトップシェア確保

さらに、欧州・中国市場への拡販と東欧・
ＢＲＩＣｓ市場の開拓

・リモートメンテナンスシステムによるサービス
向上

＜ワークボート＞

・新造船の一括受注促進

・ブラウンウォーター （リバー市場）への拡販

・中小型機器の品揃え

＜漁船＞

・品揃えによる漁船市場への再チャレンジ

＜技術戦略＞

・次世代レーダの開発，衛星通信の高速化等，
先端技術の維持

・航法／通信のトータルシステム化推進

・ＳＯＣによる高機能・低価格機器の実現

・全社プラットフォーム共通化による開発効率化

＜商船＞＜商船＞

・商船市場でのトップシェア確保

さらに、欧州・中国市場への拡販と東欧・
ＢＲＩＣｓ市場の開拓

・リモートメンテナンスシステムによるサービス
向上

＜ワークボート＞＜ワークボート＞

・新造船の一括受注促進

・ブラウンウォーター （リバー市場）への拡販

・中小型機器の品揃え

＜＜漁船＞漁船＞

・品揃えによる漁船市場への再チャレンジ

＜技術戦略＞＜技術戦略＞

・次世代レーダの開発，衛星通信の高速化等，
先端技術の維持

・航法／通信のトータルシステム化推進

・ＳＯＣによる高機能・低価格機器の実現

・全社プラットフォーム共通化による開発効率化

＜市場動向＞

・造船の好調継続も、鋼材高騰などの懸念

・安全運行と環境配慮への意識の高まり

・資源需要の増加に伴う関連市場の拡大

・欧州、中国での魚食増加による魚価安定

＜市場動向＞＜市場動向＞

・造船の好調継続も、鋼材高騰などの懸念

・安全運行と環境配慮への意識の高まり

・資源需要の増加に伴う関連市場の拡大

・欧州、中国での魚食増加による魚価安定
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２．通信機器事業２．通信機器事業

＜ITS＞

・ＧＰＳのカーナビ市場以外への拡大

・バイクＥＴＣの新モデルによる更なる拡大
とＩＴＳ車載器の立ち上げ

＜PHS＞

・法人用新端末の開発と次世代ＰＨＳへの
取り組み

＜業務用無線＞

・自社通信プラットフォームを武器に車載用

無線機から携帯機まで拡大し国内外展開

＜通信インフラ設備＞

・超高効率アンプによる次世代基地局需要
への対応とＦＷＡの海外展開

・WiMAX基地局の地域バンドへの参入と
関連機器の展開

《利益改善》

・前年度開発した業務用無線機，通信インフラ
機器等の新モデルが売上に寄与

＜＜ITSITS＞＞

・ＧＰＳのカーナビ市場以外への拡大

・バイクＥＴＣの新モデルによる更なる拡大
とＩＴＳ車載器の立ち上げ

＜＜PHSPHS＞＞

・法人用新端末の開発と次世代ＰＨＳへの
取り組み

＜業務用無線＞＜業務用無線＞

・自社通信プラットフォームを武器に車載用

無線機から携帯機まで拡大し国内外展開

＜通信インフラ設備＞＜通信インフラ設備＞

・超高効率アンプによる次世代基地局需要
への対応とＦＷＡの海外展開

・WiMAX基地局の地域バンドへの参入と
関連機器の展開

《《利益改善利益改善》》

・前年度開発した業務用無線機，通信インフラ
機器等の新モデルが売上に寄与

＜市場動向＞

・ＩＴＳ市場は応用分野の拡大によりさらに成長

・携帯／ＰＨＳ市場はブロードバンド化が進展

・安心・安全確保のニーズの高まりで

業務用無線は手堅い市場に

＜市場動向＞＜市場動向＞

・ＩＴＳ市場は応用分野の拡大によりさらに成長

・携帯／ＰＨＳ市場はブロードバンド化が進展

・安心・安全確保のニーズの高まりで

業務用無線は手堅い市場に
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３．ソリューション・特機事業３．ソリューション・特機事業

＜水河川・道路情報＞

・岩盤となる既存事業の確実な維持

・設備監視システムの提案

＜基幹系・アクセス系伝送＞

・新仕様・低価格モデルによる新市場への参入

＜市町村防災無線＞

・デジタル化更新需要の獲得

＜放送機＞

・差別化商品であるｷﾞｬｯﾌﾟﾌｨﾗｰ、ｷｬﾝｾﾗｰに
よるエリア拡大と放送品質の向上への寄与

・ワンセグ自主放送機の開発

＜民需の拡大＞

・電力、ガス会社向け通信インフラの拡販

・大規模工場への構内通信ソリューションの
提供

＜水河川・道路情報＞＜水河川・道路情報＞

・岩盤となる既存事業の確実な維持

・設備監視システムの提案

＜基幹系・アクセス系伝送＞＜基幹系・アクセス系伝送＞

・新仕様・低価格モデルによる新市場への参入

＜市町村防災無線＞＜市町村防災無線＞

・デジタル化更新需要の獲得

＜放送機＞＜放送機＞

・差別化商品であるｷﾞｬｯﾌﾟﾌｨﾗｰ、ｷｬﾝｾﾗｰに
よるエリア拡大と放送品質の向上への寄与

・ワンセグ自主放送機の開発

＜民需の拡大＞＜民需の拡大＞

・電力、ガス会社向け通信インフラの拡販

・大規模工場への構内通信ソリューションの
提供

＜市場動向＞

・大型ダム制御システムの更新需要立上がり

・県防災は端境期も，市町村防災は需要増

・デジタル放送機がピーク

＜市場動向＞＜市場動向＞

・大型ダム制御システムの更新需要立上がり

・県防災は端境期も，市町村防災は需要増

・デジタル放送機がピーク
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ⅣⅣ．．中期経営計画の進捗中期経営計画の進捗
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１．売上高・営業利益（個別）の推移１．売上高・営業利益（個別）の推移
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《《売上高売上高》》
・・ 売上高は、売上高は、20072007年度は中期計画を大きく上回るも、年度は中期計画を大きく上回るも、20082008年度は為替影響もあり、中期計画に対し年度は為替影響もあり、中期計画に対し

若干の未達。若干の未達。

《《営業利益営業利益》》
・・ 20062006年度は公表を上回る営業利益を達成も、年度は公表を上回る営業利益を達成も、20072007年度は通信ｲﾝﾌﾗの落ち込みが影響し中期計画年度は通信ｲﾝﾌﾗの落ち込みが影響し中期計画

を下回る。を下回る。
・・ 20082008年度は開発費負担減少とコストダウンにより利益改善を図るも為替影響大きく、中期計画は未達。年度は開発費負担減少とコストダウンにより利益改善を図るも為替影響大きく、中期計画は未達。
・・ 中期的には、利益体質の構築を推進することにより、営業利益（率）は増加トレンド。中期的には、利益体質の構築を推進することにより、営業利益（率）は増加トレンド。

売上高の推移 営業利益（率）の推移
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発展事業発展事業

民需ソリューション：民需ソリューション：
安心・安全、アミューズメント、安心・安全、アミューズメント、

・・・・・・・・・・

シェア拡大によるシェア拡大による
長期安定化長期安定化

民需への民需への
技術応用技術応用

ＩＴＳ、自営通信、ＩＴＳ、自営通信、
ＮＧＮ（ＷｉＭＡＸ、・・・）ＮＧＮ（ＷｉＭＡＸ、・・・）

高度化防災高度化防災

特機事業 ソリューション事業

・市場変化への対応

・事業領域の拡大

・先行開発投資

・市場開拓

通信機器事業海上機器事業

自営無線通信機の事業拡大
－通信プラットフォーム活用による

デジタル無線機の領域拡大－

自営自営無線通信機の事業拡大無線通信機の事業拡大
－－通信プラットフォーム活用による通信プラットフォーム活用による

デジタルデジタル無線機の領域拡大無線機の領域拡大－－

ＩＴＳ通信トップメーカの地位確立
－ＩＴＳ車載器の立ち上げ－

ＩＴＳＩＴＳ通信トップメーカの地位確立通信トップメーカの地位確立

－－ＩＴＳ車載器の立ち上げＩＴＳ車載器の立ち上げ－－

ＢＷＡ事業の世界展開
－モバイルＷｉＭＡＸ、高速ＦＷＡの立ち上げ－

ＢＷＡ事業の世界展開ＢＷＡ事業の世界展開
－－モバイルＷｉＭＡＸ、高速ＦＷＡの立ち上げモバイルＷｉＭＡＸ、高速ＦＷＡの立ち上げ－－

安定成長事業 民需ソリューション
・ﾛｹｰｼｮﾝﾃﾚﾒﾄﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
・動態監視システム
・セキュリティシステム
・データ情報収集公開システム
・アミューズメントシステム

民需ソリューション民需ソリューション
・・ﾛｹｰｼｮﾝﾃﾚﾒﾄﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑﾛｹｰｼｮﾝﾃﾚﾒﾄﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
・動態監視システム・動態監視システム
・セキュリティシステム・セキュリティシステム
・データ情報収集公開システム・データ情報収集公開システム
・アミューズメントシステム・アミューズメントシステム

海外市場へのさらなる進出
－ｱﾗｲｱﾝｽ強化による海外通信機器事業の拡大－
－欧州、中国市場における海上機器ｼｪｱ拡大－

海外市場へのさらなる進出海外市場へのさらなる進出
－－ｱﾗｲｱﾝｽ強化による海外通信機器事業の拡大ｱﾗｲｱﾝｽ強化による海外通信機器事業の拡大－－
－－欧州、中国市場における海上機器ｼｪｱ拡大欧州、中国市場における海上機器ｼｪｱ拡大－－

航空機産業進出
への足固め

－アビオニクス事業－

航空機産業進出航空機産業進出
への足固めへの足固め

－アビオニクス事業－－アビオニクス事業－

高度化防災
－防災関連機関の

総合ネットワーク－

高度化防災高度化防災
－－防災関連機関の防災関連機関の

総合ネットワーク総合ネットワーク－－

新技術開発によるシェア拡大
－次世代ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ、固体化ﾚｰﾀﾞ－

新技術開発によるシェア拡大新技術開発によるシェア拡大
－次世代ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ、固体化ﾚｰﾀﾞ－－次世代ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ、固体化ﾚｰﾀﾞ－

２．今後２．今後の事業展開（将来事業の方向性）の事業展開（将来事業の方向性）
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通信業界のエポック通信業界のエポック

３．通信機器事業の取り組み３．通信機器事業の取り組み

ＩＴＳ

業務用無線

ＰＨＳ

通信インフラ通信インフラ

現行ビジネス

ＧＰＳＧＰＳ
ＶＩＣＳ、ＶＩＣＳ、ＥＴＣＥＴＣ、ＩＴＳ車載器、ＩＴＳ車載器
モバイルロケータモバイルロケータ

法人向け端末法人向け端末

国内国内：： タクシー向けタクシー向け
官公庁向け官公庁向け

海外海外：： 北米向け北米向け
ＴＥＴＲＡＴＥＴＲＡ

基地局基地局
基地局ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ：アンプ基地局ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ：アンプ
ＦＷＡ：エントランスＦＷＡ：エントランス

ＷＩＰＡＳＷＩＰＡＳ
無線ＬＡＮ無線ＬＡＮ

事業分野

テレビ跡地電波
２．５ＧＨｚ

電波行政電波行政
ＩＰ化、ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ（高速）化

国際化、安心・安全

トレンドトレンド

ＧＰＳ事業の海外展開ＧＰＳ事業の海外展開ＧＰＳ事業の海外展開

テレビ跡地電波を利用したＩＴＳ通信分野に参入テレビ跡地電波を利用したＩＴＳ通信分野に参入テレビ跡地電波を利用したＩＴＳ通信分野に参入

テレビ跡地電波による新自営通信システム開発への積極的参加テレビ跡地電波による新自営通信システム開発への積極的参加テレビ跡地電波による新自営通信システム開発への積極的参加

超高効率アンプの多種基地局への拡販超高効率アンプの多種基地局への拡販超高効率アンプの多種基地局への拡販

ＷｉＭＡＸ技術の多様な展開ＷｉＭＡＸ技術の多様な展開ＷｉＭＡＸ技術の多様な展開

自社通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを武器に海外展開強化自社通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを武器に海外展開強化自社通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを武器に海外展開強化

次世代ＰＨＳへの積極的取り組み次世代ＰＨＳへ次世代ＰＨＳへのの積極的取り組み積極的取り組み

高速ＦＷＡによる次世代ﾈｯﾄﾜｰｸへの対応高速ＦＷＡによる次世代ﾈｯﾄﾜｰｸへの対応高速ＦＷＡによる次世代ﾈｯﾄﾜｰｸへの対応

重点強化！重点強化！
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これで終了します。これで終了します。

本日はありがとう本日はありがとうございました。ございました。
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* * 注意事項注意事項 **

本資料に記載されている、日本無線の計画・戦
略・業績見通し等は、現時点における事業環境
に基づく把握可能な情報から判断したものであ
ります。

従いまして、今後の事業環境の変化により、実
際の業績が業績見通しとは大きく異なる場合が
あることをご承知おき願います。
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